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(57)【要約】
【課題】　十分な耐熱性、成形性および転写性を有するポリエステルフィルムを提供する
。
【解決手段】　グリコール成分の５モル％以上が１，４－シクロヘキサンジメタノールか
らなるポリエステルとポリエチレンテレフタレート共重合体とを溶融混合した組成物から
なる、融点１７０～２４０℃の層の両面に、ポリエチレンテレフタレート共重合体からな
る、融点２００～２６０℃の層を積層してなる二軸延伸ポリエステルフィルムであって、
融点を少なくとも２つ有し、下記式（１）～（３）を同時に満足することを特徴とする深
絞り成型同時転写箔用ポリエステルフィルム。
　１．０≦Ｓ≦１０．０…（１）
　５０≦Ｔｇ≦８０　…（２）
　０．０１≦Ｒａ≦０．１０　…（３）
[上記式中、Ｓは１５０℃で３分間処理後の加熱収縮率（％）、Ｔｇはガラス転移点温度
（℃）、Ｒａは中心線平均粗さ（μｍ）を表す]
【選択図】　なし



(2) JP 2008-279705 A 2008.11.20

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
グリコール成分の５モル％以上が１，４－シクロヘキサンジメタノールからなるポリエス
テルとポリエチレンテレフタレート共重合体とを溶融混合した組成物からなる、融点１７
０～２４０℃の層の両面に、ポリエチレンテレフタレート共重合体からなる、融点２００
～２６０℃の層を積層してなる二軸延伸ポリエステルフィルムであって、融点を少なくと
も２つ有し、下記式（１）～（３）を同時に満足することを特徴とする深絞り成型同時転
写箔用ポリエステルフィルム。
　１．０≦Ｓ≦１０．０…（１）
　５０≦Ｔｇ≦８０　…（２）
　０．０１≦Ｒａ≦０．１０　…（３）
[上記式中、Ｓは１５０℃で３分間処理後の加熱収縮率（％）、Ｔｇはガラス転移点温度
（℃）、Ｒａは中心線平均粗さ（μｍ）を表す]
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐熱性および成型性に優れた成型同時転写箔用ポリエステルフィルムに関す
るものであり、さらに詳しくは、しぼり率の高い射出成型等において、成型前の加熱によ
る耐熱性、被転写体の表面形状への成型追従性および転写性に優れたインモールド成型同
時転写箔用基材フィルムとしてのポリエステルフィルムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、射出成型等において成型と同時に転写印刷する成型同時転写箔として、ポリエチ
レンテレフタレート等のポリエステルフィルムや塩化ビニル系樹脂のフィルムをベースフ
ィルムとして用い、ベースフィルムの表面に離型層を設け、さらにその上に印刷層を塗工
した積層フィルムが用いられている。かかる積層フィルムは、成型転写の後に離型層面と
印刷層面との間で分離される。すなわち、成型転写の後に印刷層は成型品の表面に接着し
て製品として取り出され、離型層はベースフィルムに積層した状態で成型後に取り除かれ
る。
【０００３】
　これらフィルムの要求特性としては、耐熱性、成型性、転写性、寸法安定性、厚み斑な
どが挙げられるが、なかでも最近は、家庭用電化製品、自動車内装品、台所用品、化粧容
器、玩具類などの大型プラスチック成型品に使用することを目的として、成型時のしぼり
率がますます高くなっており、それらに追従する成型性と、しぼり率が高いため成型前に
フィルムを高温下で加熱処理するが、その時にフィルムが溶融することなく、また金型と
フィルムの空間部における空気層の膨張に際して、フィルムが変形することなく十分耐え
うる耐熱性を有することが求められている。従来、かかる用途に用いるフィルムとしては
、ポリブチレンテレフタレートとポリエチレンテレフタレートを混合溶融したポリエステ
ルフィルム（特許文献１参照）、特定の面内配向度および平均屈折率を有するポリエステ
ルフィルム（特許文献２参照）などが提案されているが、上記課題を全て解決できるもの
ではなかった。
【０００４】
【特許文献１】特開平１０－１７６８３号公報
【特許文献２】特開平１３－２３９５７９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記実状に鑑みなされたものであり、その解決課題は、十分な耐熱性、成形
性および転写性を有する二軸延伸ポリエステルフィルムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】



(3) JP 2008-279705 A 2008.11.20

10

20

30

40

50

【０００６】
　本発明者は、上記課題に鑑み鋭意検討した結果、特定の構成を有するフィルムによれば
、上記課題を容易に解決できることを見いだし、本発明を完成するに至った。
【０００７】
　すなわち、本発明の要旨は、グリコール成分の５モル％以上が１，４－シクロヘキサン
ジメタノールからなるポリエステルとポリエチレンテレフタレート共重合体とを溶融混合
した組成物からなる、融点１７０～２４０℃の層の両面に、ポリエチレンテレフタレート
共重合体からなる、融点２００～２６０℃の層を積層してなる二軸延伸ポリエステルフィ
ルムであって、融点を少なくとも２つ有し、下記式（１）～（３）を同時に満足すること
を特徴とする深絞り成型同時転写箔用ポリエステルフィルムに存する。
【０００８】
　１．０≦Ｓ≦１０．０…（１）
　５０≦Ｔｇ≦８０　…（２）
　０．０１≦Ｒａ≦０．１０　…（３）
[上記式中、Ｓは１５０℃で３分間処理後の加熱収縮率（％）、Ｔｇはガラス転移点温度
（℃）、Ｒａは中心線平均粗さ（μｍ）を表す]
【０００９】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明のポリエステルフィルムは、少なくとも３層からなる積層フィルムであって、全
ての層が押出し機の口金から共溶融押出しされる、いわゆる共押出し法によって押出され
たものを、延伸および熱処理されたものが挙げられる。以下、共押出３層フィルムについ
て説明するが、本発明の要旨を越えない限り、本発明は共押出３層フィルムに限定されず
、４層またはそれ以上の多層であってもよい。
【００１０】
　本発明のフィルムの中間層を得る方法としては、１，４－シクロヘキサンジメタノール
からなるポリエステルとポリエチレンテレフタレート共重合体とをブレンドして、溶融混
練りする方法が好ましく用いられる。
【００１１】
　本発明において中間層を構成するポリエステル（Ａ）の二官能性酸成分は、芳香族ジカ
ルボン酸またはそのエステル形成性誘導体を主とするものであり、テレフタル酸、２，６
－ナフタレンジカルボン酸、そのエステル形成誘導体としては、テレフタル酸ジメチル、
２，６－ナフタレンジカルボン酸ジメチルなどが挙げられ、これらの中でもテレフタル酸
、テレフタル酸ジメチルが好ましい。また、グリコール成分としては、１，４－シクロヘ
キサンジメタノールを必須の成分とするが、その他のグリコール成分としてエチレングリ
コール、ブチレングリコール、プロピレングリコール、ポリエチレングリコールなどを挙
げることができる。
【００１２】
　いずれにしても本発明において中間層として用いられるポリエステルは、グリコール成
分として１，４－シクロヘキサンジメタノールを５モル％以上、好ましくは１０モル％以
上、さらに好ましくは１３モル％以上含有する。５モル％未満では、しぼり率の高い成型
加工時においてフィルムが破れたり、成型追随性が損なわれたりするため好ましくない。
また、１，４－シクロヘキサンジメタノールは、シクロヘキサン環に対するヒドロキシメ
チル基の結合位置によって、シス、トランス異性体が存在し、シクロヘキサン環自体にイ
ス型、ボート型が存在するため、それぞれ使用する種類によって得られるポリエステルの
結晶性、融点などが異なってくる。本発明においては、本発明の範囲であれば、特に使用
する１，４－シクロヘキサンジメタノールの種類を限定しない。
【００１３】
　本発明において中間層に配合するポリエチレンテレフタレート共重合体および最外層を
構成するポリエチレンテレフタレート共重合体は、いずれも８４～９６モル％がエチレン
テレフタレートからなるポリエステルであることが好ましい。８４モル％未満では、耐熱
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性が損なわれ、成型前のフィルムを高温下で加熱処理する工程においてフィルムが溶融し
て破れが発生してしまうことがある。また、フィルム製造時においても破断が多発し、延
伸性が著しく悪化して生産性の低下をもたらすようになることがある。一方、９６モル％
を超える、成型性が損なわれ、樹脂射出時にフィルムが破れるようになる場合がある。こ
のポリエステルにおいて、第３成分として共重合させることのできる成分としては、酸成
分では、例えば、２，６－ナフタレンジカルボン酸、アジピン酸、セバシン酸、フタル酸
、イソフタル酸などのジカルボン酸成分、トリメリット酸、ピロメリット酸などが挙げる
ことができ、それらの中でもイソフタル酸を共重合成分とすることが好ましい。
【００１４】
　また、共重合させることのできるアルコール成分は、例えば、ブチレングリコール、プ
ロピレングリコール、ポリエチレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノールや
ジエチレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリアルキレングリコールなどのジオ
ール成分などが挙げることができる。これらは単独で、あるいは２種以上を組み合わせて
用いることができる。
【００１５】
　本発明のポリエステルフィルムは、耐ブロッキング性、フィルム製造時の巻き上げ工程
や印刷工程等での作業性を向上させるため、フィルム表面を粗面化してフィルムに適度な
滑り性を付与することが望ましく、ポリエステルフィルムの最外層であるＹ層を構成する
ポリエステルには滑剤として平均粒径が０．１～５．０μｍ程度の有機や無機の微粒子を
、例えば、０．０１～２．０重量％の割合で含有させることができる。含有させる微粒子
は、単成分でもよく、また、２成分以上を同時に用いてもよい。かかる微粒子の具体例と
しては、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、リン酸リ
チウム、リン酸マグネシウム、リン酸カルシウム、フッ化リチウム、酸化アルミニウム、
酸化珪素、カオリン等の無機粒子や、アクリル樹脂、グアナミン樹脂等の有機粒子や触媒
残渣を粒子化させた析出粒子を挙げることができるが、これらに限定されるものではない
。
【００１６】
　原料ポリエステルに対する前記各粒子の配合方法は、特に限定されないが、例えばポリ
エステルの重合工程に各粒子を添加する方法または原料ポリエステルと各粒子を溶融混練
する方法などが好適である。また、適宜、各種安定剤、潤滑剤、帯電防止剤等を加えるこ
ともできる。
【００１７】
　本発明においては、上記したような方法により表面を適度に粗面化したフィルムを得る
が、作業性の向上および印刷層を成型品へ転写後の成型品の外観についてさらに良好な状
態とするため、フィルム表面の中心線平均粗さ（Ｒａ）を０．０１～０．１０μｍの範囲
とする必要があり、好ましくは０．０１～０．０８μｍの範囲とする。
【００１８】
　本発明のポリエステルフィルムの１５０℃で３分処理後の加熱収縮率（Ｓ）の縦方向と
横方向の平均値は１．０～１０．０％、好ましくは１．０～８．０％である。Ｓが１．０
％未満では、成型性が低下し、また１０．０％を超えると、成型加工工程における加熱時
においてフィルムの縮みが大きく操作上好ましくない。
【００１９】
　また、本発明において、ポリエステルフィルムの１００℃における引っ張り破断伸度（
ＥＢ）は、通常１６０％以上、好ましくは１８０％以上、さらに好ましくは２００％以上
であり、かつ引っ張り破断強度（ＦＢ）は、通常７０ＭＰａ以下、好ましくは６０ＭＰａ
以下、さらに好ましくは５０ＭＰａ以下である。ＥＢが１６０％未満あるいはＦＢが７０
ＭＰａを超える場合は、特にしぼり率の高い深絞り成型時においてはフィルム破れなどの
トラブルが発生することがある。
【００２０】
　本発明のフィルムは、ガラス転移点温度（Ｔｇ）を１つ以上有するが、Ｔｇは５０～８
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０℃、好ましくは６０～７５℃の範囲である。Ｔｇが５０℃未満では、耐熱寸法安定性が
悪化して、成型加工工程においてフィルムの縮みが発生し好ましくない。
【００２１】
　本発明のフィルムは、融点を少なくとも２つ有するが、最外層の融点（Ｔｍ１）は２０
０～２６０℃の範囲であり、２１０～２５０℃の範囲であることが好ましい。一方、中間
層の融点（Ｔｍ２）は１７０℃～２４０℃の範囲であり、１８０～２３０℃の範囲である
ことが好ましい。Ｔｍ１が２００℃未満である場合は、耐熱性、転写適性に劣り、Ｔｍ２
が２４０℃を超える場合は、成形性に劣る。また、Ｔｍ１とＴｍ２が同じである場合は、
最外層、中間層の特性差が現れず、成型加工時における加工工程において支障をきたすよ
うになるため好ましくない。
【００２２】
　本発明のポリエステルフィルムの厚さは、通常３０～１２０μｍであり、好ましくは４
０～１１０μｍ、さらに好ましくは５０～１００μｍである。
【００２３】
　本発明において、ポリエステルフィルムの接着性、帯電防止、易滑性を付与するために
、塗布層を設けてもよい。塗布層を構成する成分としては、ポリエステル、ポリアミド、
ポリスチレン、ポリアクリレート、ポリカーボネート、ポリアリレート、ポリ塩化ビニル
、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール、ポリウレタン等の樹脂および共重合体な
どを挙げることができる。かかる樹脂の一種、または二種以上の樹脂を同時に含有しても
よい。
【００２４】
　上述の塗布液をフィルムに塗布する方法としては、例えば、正回転ロールコーター、リ
バースロールコーター、グラビアコーター、ナイフコーター、ブレードコーター、ロッド
コーター、エアドクターコーター、カーテンコーター、ファウンテンコーター、キスコー
ター、キスロールコーター、ビードコーター、浸漬コーター等の塗布装置、スクリーンコ
ーティング、キャストコーティング、含浸機ＬＢ法のような塗布方法を採用することがで
きるが、これらに限定されるものではない。塗布層は、フィルム製造工程内で設けてもよ
いし、フィルム製造後に塗布してもよい。特に塗布厚みの均一性や生産効率の点で、フィ
ルム製造工程内で塗布する方法が好ましい。
【００２５】
　フィルム製造工程内で塗布する方法としては、未延伸シートに塗布液を塗布し、逐次あ
るいは同時に二軸延伸する方法、一軸延伸されたフィルムに塗布し、さらに先の一軸延伸
方向と直角の方向に延伸する方法、あるいは二軸延伸フィルムに塗布し、さらに横および
／または縦方向に延伸する方法などがある。
【００２６】
　塗布層の厚みは、通常０．００５～１．０μｍの範囲であり、好ましくは０．０１～０
．５μｍの範囲である。塗布厚みが１．０μｍを超えると、フィルム製造時の連続性が悪
化するので好ましくない。一方、塗布厚みが０．００５未満の場合には、塗布ヌケや塗布
斑が生じやすくなる傾向がある。
【００２７】
　次に、本発明のポリエステルフィルムの製造法について具体的に説明するが、本発明の
構成要件を満足する限り、以下の例示に特に限定されるものではない。
【００２８】
　すなわち、先に述べたポリエステル原料を使用し、複数台の押出し機、複数層のマルチ
マニホールドダイまたはフィードブロックを用い、それぞれのポリエステルを積層して口
金から複数層の溶融シートを押出し、冷却ロールで冷却固化して実質的に非晶状態の未延
伸シートを得る。この場合、シートの平坦性を向上させるため、シートと回転冷却ドラム
との密着性を高める必要があり、本発明においては、静電印加密着法および／または液体
塗布密着法が好ましく採用される。
【００２９】
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　次いで、得られた未延伸シートは二軸方向に延伸して二軸配向される。すなわち、まず
、前記の未延伸シートを一方向にロールまたはテンター方式の延伸機により延伸する。延
伸温度は、通常４０～１２０℃、好ましくは５０～１１０℃であり、延伸倍率は、通常２
．０～５．０倍、好ましくは２．５～４．０倍である。次いで、一段目の延伸方向と直交
する方向に延伸を行う。延伸温度は、通常５０～１３０℃、好ましくは６０～１２０℃で
あり、延伸倍率は、通常２．０倍～５．５倍、好ましくは２．５～４．５倍である。なお
、一方向の延伸を二段階以上で行う方法も用いることができるが、その場合も、最終的な
延伸倍率が上記した範囲に入ることが望ましい。また、前記未延伸シートを面積倍率が５
～３５倍になるように同時二軸延伸することも可能である。
【００３０】
　かくして得られたフィルムには、１７０～２４０℃で１～６００秒間熱処理を行うこと
が好ましい。さらにこの際、熱処理の最高温度ゾーンおよび／または熱処理出口のクーリ
ングゾーンにおいて、縦方向および／または横方向に０．１～２０％弛緩する方法が好ま
しい。特に横方向には１～１５％の弛緩を行うことが好ましい。また、必要に応じて再縦
延伸、再横延伸を付加することも可能である。
【発明の効果】
【００３１】
　本発明によれば、特にしぼり率の高い射出成型加工において、成型前の加熱による耐熱
性、被転写体の表面形状への成型追従性および転写性に優れたインモールド成型同時転写
箔用ポリエステルフィルムを提供することができ、本発明の工業的価値は高い。
【００３２】
　以下、実施例によって本発明をさらに具体的に説明するが、本発明は、その要旨を越え
ない限り、以下の実施例に限定されるものではない。なお、フィルムの諸物性の測定およ
び評価方法を以下に示す。
【００３３】
（１）フィルムの破断強度（ＦＢ）および破断伸度（ＥＢ）
　（株）インテスコ製恒温槽付き引っ張り試験機（２００１型）を使用し、その恒温槽を
１００℃に設定し、幅１５ｍｍのフィルムをチャック間５０ｍｍとなるように試験機にセ
ットして２分間放置後、２００ｍｍ／分の速度で引っ張り、引っ張り応力－ひずみ曲線よ
り、次式から算出した。フィルム縦方向と横方向に５点ずつ測定し、平均値を求めた。
　ＦＢ（ｋｇ／ｍｍ２）＝Ｆ／Ａ
（上記式中、Ｆは破断時における荷重（ｋｇ）、Ａは元のフィルムの断面積（ｍｍ２）を
表す）
　ＥＢ（％）＝１００×（Ｌ－Ｌ０）／Ｌ０

（上記式中、Ｌは破断時のフィルムの長さ（ｍｍ）、Ｌ０は元のフィルムの長さ（ｍｍ)
を表す）
【００３４】
（２）フィルムのガラス転移点温度（Ｔｇ）および融点（Ｔｍ１およびＴｍ２）
　パーキンエルマー製示差熱走査カロリーメーターＤＳＣ７型を用いて測定した。ＤＳＣ
測定条件は以下のとおりである。すなわち、試料５ｍｇを０℃から３００℃まで２０℃／
分の速度で昇温し、ガラス転移点温度（Ｔｇ）および融点（Ｔｍ）を検知した。
　上述の方法により得た融点のうち、中間層の融点（Ｔｍ２）は、フィルムの最外層を除
去したフィルムから得られた融解ピーク温度とし、外層の融点（Ｔｍ１）は、Ｔｍ２と異
なる融解ピーク温度とした。
【００３５】
（３）フィルムの加熱収縮率（Ｓ）
　試料を無張力状態で１５０℃に保ったオーブン中、３分間処理し、その前後の試料長さ
を測定して次式にてＳを算出した。フィルム縦方向と横方向に５点ずつ測定し、平均値を
求めた。
　Ｓ（％）＝１００×（Ｌ０－Ｌ）／Ｌ０
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（上記式中、Ｌ０は熱処理前のフィルムの長さ（ｍｍ）、Ｌは熱処理後のフィルムの長さ
（ｍｍ）を表す）
【００３６】
（４）フィルムの中心線平均粗さ（Ｒａ）
　小坂研究所（株）製表面粗さ計ＳＥ－３Ｆを用いて測定を行った。すなわち、触針径２
μｍ、触針加重３０ｍｇ、カットオフ値０．０８ｍｍ、測定長２．５ｍｍの条件で、中心
線平均粗さを求め、これを１２箇所の測定点で行い、このうち最大値と最小値をそれぞれ
カットし、１０点の平均値を求めてＲａとした。
【００３７】
（５）フィルムの積層厚み
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）によるフィルム断面の観察にて行った。すなわち、フィル
ムサンプルの小片を、エポキシ樹脂に硬化剤、加速剤を配合した樹脂に包埋処理し、ウル
トラミクロトームにて厚み２００ｎｍの切片を作成し、観察用サンプルとした。得られた
サンプルを日立（株）製透過型電子顕微鏡（Ｈ－９０００）にて観察した。その断面のう
ちフィルム表面とほぼ平行に、明暗によってその界面が観察される。その界面とフィルム
表面までの距離を透過型電子顕微鏡写真１枚について平均し、表層厚みを計算した。ただ
し、加速電圧は３００ｋＶ、倍率は表層厚みに応じ、１～１０万倍の範囲で設定した。少
なくとも５０枚の写真について行い、測定値の厚い方から１０点、薄い方から１０点削除
して３０点を平均して測定値とした。
【００３８】
（６）深絞り成型同時転写箔用フィルムとしての適性
　ポリエステルフィルムに離型層、印刷層および接着層を形成し、縦３００ｍｍ、横２０
０ｍｍ、最大深さ２５ｍｍの金型を用い、金型表面にフィルムを固定して、フィルムをＩ
Ｒヒーターで予備加熱後、金型内部に真空または圧空成型法により予備成型を実施した。
成型によるフィルム破断の状況によりフィルム成型性の評価を行った。
　○：フィルムの破断、クラックの発生がなく、均一な厚さで成型される
　△：フィルムの破断はなく予備成型に追従できるが、局所的にフィルムが極めて薄い部
分が存在する
　×：フィルム融解によるフィルム破れ、フィルム軟化によるフィルム膨張および予備成
型時に局所的に極めて薄い部分が発生したことによるフィルムの破断、クラックが発生す
る
【００３９】
（７）深絞り成型同時転写箔用フィルムとしての評価
　上記（６）の方法にて予備成型を実施した後、樹脂を射出成型し、成型同時転写を行っ
た。得られた成型品の外観、印刷の図柄のヌケや歪みの状態により、下記基準で成型品へ
のフィルム印刷性の評価を行った。
　○：成型品の外観が良好で印刷ヌケや歪みが全くない
　△：印刷ヌケや歪みはほとんどないが、樹脂射出によりフィルムが局所的に変形したこ
とによる成型品へのシワ転写跡が発生する
　×：樹脂射出時にフィルム軟化によるフィルム破れや、成型品にシワの転写跡、印刷ヌ
ケおよび歪みが発生する
【００４０】
実施例１：
＜ポリエステル（１）の製造＞
　テレフタル酸ジメチル１００重量部とエチレングリコール６０重量部とを出発原料とし
、触媒として酢酸マグネシウム・四水塩０．０９重量部を反応器にとり、反応開始温度を
１５０℃とし、メタノールの留去とともに徐々に反応温度を上昇させ、３時間後に２３０
℃とした。４時間後、実質的にエステル交換反応の終了したこの反応混合物に平均粒径が
２．３μｍの非晶質シリカ粒子をエチレングリコールスラリーとして添加し、エチルアシ
ッドフォスフェート０．０４部を添加した後、三酸化アンチモン０．０４部を加えて、４
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時間重縮合反応を行った。すなわち、温度を２３０℃から徐々に昇温し２８０℃とした。
一方、圧力は常圧より徐々に減じ、最終的には０．３ｍｍＨｇとした。反応開始後、４時
間を経た時点で反応を停止し、窒素加圧下ポリマーを吐出させ、ポリエステル（１）を製
造した。ポリマー中での非晶質シリカ粒子の含有量は０．５重量％であった。
【００４１】
＜ポリエステル（２）の製造＞
　ポリエステル（１）の製造において、テレフタル酸ジメチル１００重量部の替わりにテ
レフタル酸ジメチル７８重量部、イソフタル酸ジメチル２２重量部とし、粒子を無添加と
したこと以外はポリエステル（１）と同様の方法でポリエステル（２）を得た。
【００４２】
＜ポリエステル（Ａ）の製造＞
　テレフタル酸ジメチル１００重量部、エチレングリコール５４重量部、１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール２５重量部、テトラブチルチタネート０．００５重量％を反応器に
とり、反応開始温度を１５０℃とし、メタノールの留去とともに徐々に反応温度を上昇さ
せ、３時間後に２１０℃とした。４時間後、実質的にエステル交換反応の終了したこの反
応混合物にテトラブチルチタネート０．００５重量％を加えて重縮合反応を行った。この
時、温度は２２０℃から徐々に昇温して２５０℃とした。一方、圧力は常圧より徐々に減
じ、最終的には０．３ｍｍＨｇとした。反応開始後、５時間を経た時点で反応を停止し、
窒素加圧下ポリマーを吐出させ共重合ポリエステルを得た。得られたポリエステルの１，
４－シクロヘキサンジメタノールの含有量は３３モル％であった。
【００４３】
＜ポリエステルフィルムの製造＞
　ポリエステル（Ａ）６０重量部、ポリエステル（１）２０重量部、ポリエステル（２）
２０重量部を均一にブレンドしたものを中間層、ポリエステル（１）６０重量部、ポリエ
ステル（２）４０重量部を均一にブレンドしたものを両外層として、別個の２７０℃に設
定した押し出し機で溶融混練りし、これらのポリマーをフィードブロック内で合流して積
層しスリット状ダイスより３０℃に設定した回転冷却ドラムで静電印加冷却法を利用して
急冷固化させ、積層未延伸シートを得た。得られた当該シートを縦方向に７５℃で３．２
倍、横方向に１１０℃で３．３倍に延伸し、さらに１９０℃で１５秒間熱処理を施して、
熱処理出口のクーリングゾーンで横方向に５％の弛緩を行いながら各層の厚さが３／６９
／３である積層ポリエステルフィルムを得た。得られたフィルムの特性を下記表１に示す
。
【００４４】
実施例２：
　実施例１において、ポリエステル（Ａ）４０重量部、ポリエステル（１）２０重量部、
ポリエステル（２）４０重量部を均一にブレンドしたものを中間層とする以外は、実施例
１と同様にして、各層の厚さが３／６９／３（μｍ）である積層ポリエステルフィルムを
得た。得られたフィルムの特性を表１に示す。
【００４５】
実施例３：
　実施例１において、ポリエステル（１）３５重量部、ポリエステル（２）６５重量部を
均一にブレンドしたものを両外層とする以外は、実施例１と同様にして、各層の厚さが３
／６９／３（μｍ）である積層ポリエステルフィルムを得た。得られたフィルムの特性を
表１に示す。
【００４６】
比較例１：
　実施例１において、ポリエステル（Ａ）１０重量部、ポリエステル（１）４０重量部、
ポリエステル（２）５０重量部を均一にブレンドしたものを中間層とする以外は、実施例
１と同様にして、各層の厚さが３／６９／３（μｍ）である積層ポリエステルフィルムを
得た。得られたフィルムの特性を表１に示す。
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【００４７】
比較例２：
　実施例１において、ポリエステル（１）２０重量部、ポリエステル（２）８０重量部を
均一にブレンドしたものを両外層とする以外は、実施例１と同様にして、各層の厚さが３
／６９／３（μｍ）である積層ポリエステルフィルムを得た。得られたフィルムの特性を
表１に示す。
【００４８】
比較例３：
　実施例１において、ポリエステル（１）９５重量部、ポリエステル（２）５重量部を均
一にブレンドしたものを両外層とする以外は、実施例１と同様にして、各層の厚さが３／
６９／３（μｍ）である積層ポリエステルフィルムを得た。得られたフィルムの特性を表
１に示す。
【００４９】
比較例４：
　実施例１において、１３０℃で１５秒間熱処理した以外は実施例１と同様にして、各層
の厚さが３／６９／３（μｍ）である積層ポリエステルフィルムを得た。得られたフィル
ムの特性を表１に示す。
【００５０】
比較例５：
　実施例１において、ポリエステル（１）の添加粒子として、平均粒径３．５μｍの非晶
質シリカ粒子とする以外は、実施例１と同様の条件で製膜し、各層の厚さが３／６９／３
（μｍ）である積層ポリエステルフィルムを得た。得られたフィルムの特性を表１に示す
。
【００５１】
【表１】

【００５２】
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【表２】

【産業上の利用可能性】
【００５３】
本発明のポリエステルフィルムは、しぼり率の高い射出成型において、成型加工における
耐熱性、被転写体の表面形状への成型追従性および転写性に優れたインモールド成型同時
転写箔用の基材フィルムとして好適に利用することができる。
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